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上 場 会 社 名               日本精工株式会日本精工株式会日本精工株式会日本精工株式会社社社社                                            上場取引所  東・大・名・京・福・札        
コ ー ド 番 号               ６４７１                           本社所在都道府県   
問合せ先  責任者役職名               執行役員 経理部長                  東京都 
            氏        名         三木 玄夫                          TEL（03）3779-7056   
決 算 取 締 役 会 開 催 日               平成１２年５月２５日               中間配当制度の有無   有 
定 時 株 主 総 会 開 催 日               平成１２年６月２９日 
    
                                                  
１．12 年 3 月期の業績(平成 1１年 4月１日～平成 1２年 3月 31 日) 
(1)経営成績         記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
  売上高  営業利益  経常利益  
 
12 年 3 月期 
11 年 3 月期 

百万円 
352,406 
328,501 

％ 
  7.3 
△8.6 

百万円 
6,065 
3,002 

％ 
  102.0 
 △83.2 

百万円 
3,189 
1,462 

％ 
  118.0 
 △89.1 

 
   

１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
1 株当たり当期純利益 

株主資本 
当期純利益率 

総資本 
経常利益率 

売上高 
経常利益率 

 
12 年 3 月期 
11 年 3 月期 

百万円 
2,707 

△6,711 

％ 
     ― 
     ― 

円 銭 
4 82 

△11  92 

           円 銭 
            ― 
              ― 

％ 
1.2 

△2.9 

％ 
0.6 
0.3 

％ 
0.9 
0.4 

（注）①期中平均株式数        12 年 3 月期  561,782,999 株    11 年 3 月期  563,210,260 株 
      ②会計処理の方法の変更    無 
      ③売上高、営業利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
  
(2)配当状況 
 １株当たり年間配当金 
  中  間 期  末 

配当金総額 
(年 間) 

配当性向 株主資本 
配当率 

 
12 年 3 月期 
11 年 3 月期 

円 銭 
5 00 
5 50 

円 銭 
2 50 
3 00 

円 銭 
2 50 
2 50 

百万円 
2,808 
3,096 

％ 
103.7 

         ―  

％ 
1.3 
1.4 

 
(3)財政状態 
 

総資産

 

株主資本

 

株主資本比率

 
１株当たり 
株主資本 

 
12 年 3 月期 
11 年 3 月期 

百万円 
542,491 
542,665 

百万円 
224,143 
224,236 

％ 
               41.3 
               41.3 

               円 銭 
          398  98 
          399 16 

(注) 期末発行済株式数 12 年 3 月期 561,790,260 株 11 年 3 月期 561,774,988 株 
     
２．13 年 3 月期の業績予想(平成 12 年 4 月 1 日～平成 13 年 3 月 31 日) 
 １株当たり年間配当金 
 

売上高 経常利益 当期純利益 
中 間 期 末  

 
中間期 
通 期 

百万円 
170,000 
350,000 

百万円 
5,500 
13,000 

百万円 
 3,000 
7,500 

円 銭 
3 00 
― 

円 銭 
― 

3 00 

円 銭 
― 

6  00 

(参考)1 株当たり予想当期純利益(通期) 13 円 35 銭 

 
 
 
 
 
 
 

当期純利益 
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比 較 貸 借 対 照 表  
 

(単位 百万円)

 
科   目

 
第１３９期 

(平成 12 年 3 月 31 日) 

第１３８期 
(平成 11 年 3 月 31 日) 

差   額 

(資 産 の 部 )  
流 動 資 産  

 
３００，０８２ 

 
２９７，８１２ 

 
２，２７０ 

現 金 及 び 預 金 
受 取 手 形 
売 掛 金 
有 価 証 券 
自 己 株 式 
製 品 
仕 掛 品 
材 料 
貯 蔵 品 
未 収 入 金 
繰 延 税 金 資 産 
そ の 他 の 流 動 資 産 
貸 倒 引 当 金 

 
固 定 資 産  

２，６０５ 
１２，０７９ 

１１４，０５９ 
１０６，７６３ 

２ 
１４，８９９ 
２１，２５９ 

９１７ 
１，０６５ 

１５，５９６ 
１，６２９ 
９，８７５ 
△６７１ 

 
２４２，４０９ 

９，４１０ 
１１，２３３ 

１０４，９４０ 
１０４，０９１ 

１ 
１６，２２４ 
２５，９７９ 
１，００３ 
１，０２６ 
１３， ０４７ 

４０１ 
１１，２３２ 

△７７９ 
 

２４４，８５２ 

△６，８０５ 
８４６ 

９，１１９ 
２，６７２ 

１ 
△１，３２５ 
△４，７２０ 

△８６ 
３９ 

２，５４９ 
１，２２８ 

△１，３５７ 
１０８ 

 
△２，４４３ 

 
有 形 固 定 資 産  

 
９７，４９６ 

 
１０４，９８７ 

 
△７，４９１ 

建 物 
構 築 物 
機 械 装 置 
車 両 運 搬 具 
工 具 器 具 備 品 
土 地 
建 設 仮 勘 定 

 
無 形 固 定 資 産  

２８，３３７ 
１，８０４ 

４５，７００ 
３１２ 

２，８１８ 
１４，７９２ 
３，７３１ 

 
１，２１４ 

３０，４４８ 
２，０１９ 

４８，９６２ 
４２６ 

３，８３１ 
１４，５３１ 
４，７６８ 

 
１，２１０ 

△２，１１１ 
△２１５ 

△３，２６２ 
△１１４ 

△１，０１３ 
２６１ 

△１，０３７ 
 

４ 
借 地 権 
その他の無形固定資産 

 
投  資  等  

１，０４５ 
１６９ 

 
１４３，６９７ 

１，０８０ 
１３０ 

 
１３８，６５４ 

△３５ 
３９ 

 
５，０４３ 

投 資 有 価 証 券 
子 会 社 株 式 
長 期 貸 付 金 
繰 延 税 金 資 産 
そ の 他 の 投 資 等 
貸 倒 引 当 金 

７，０９０ 
１２２，２８５ 

２，７４３ 
７，４７０ 
５，０３２ 
△９２３ 

 

７，４１０ 
１１６，５１５ 

２，７２４ 
７，７４５ 
５，２３２ 
△９７５ 

 

△３２０ 
５，７７０ 

１９ 
△２７５ 
△２００ 

５２ 
 

資 産 合 計 ５４２，４９１ ５４２，６６５ △１７４ 
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(単位 百万円)

 
科   目

 
第１３９期 

(平成 12 年 3 月 31 日) 

第１３８期 
(平成 11 年 3 月 31 日) 

差   額 

(負 債 の 部 )  
流 動 負 債  

 
１８２，０２６ 

 
１４２，８５９ 

 
３９，１６７ 

支 払 手 形 
買 掛 金 
短 期 借 入 金 
社 債 
転 換 社 債 
未 払 金 
未 払 法 人 税 等 
未 払 費 用 
そ の 他 の 流 動 負 債 

 
固 定 負 債  

３０，１８０ 
５８，７６６ 
４４，３７２ 
３０，０００ 

－ 
３，８５１ 
２，７８１ 

１１，００９ 
１，０６４ 

 
１３６，３２１ 

２７，４００ 
４８，１３４ 
４１，３８５ 
１０，０００ 

８ 
２，６８９ 

６８ 
１２，３０１ 

８７０ 
 

１７５，５６９ 

２，７８０ 
１０，６３２ 
２，９８７ 

２０，０００ 
△８ 

１，１６２ 
２，７１３ 

△１，２９２ 
１９４ 

 
△３９，２４８ 

社 債 
転 換 社 債 
長 期 借 入 金 
長 期 前 受 収 益 
適格退職年金過去勤務債務 
退 職 給 与 引 当 金 
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 
そ の 他 の 固 定 負 債 

 

８０，０００ 
１７，２７８ 
１４，３００ 

－ 
１３，４１０ 
１０，５３６ 

４２４ 
３７２ 

 

１１０，０００ 
１７，２８５ 
２１，０８２ 

３６ 
１３，４６６ 
１２，５４２ 

７７５ 
３７９ 

 

△３０，０００ 
△７ 

△６，７８２ 
△３６ 
△５６ 

△２，００６ 
△３５１ 

△７ 
 

負 債 合 計 ３１８，３４８ ３１８，４２８ △８０ 
(資 本 の 部 )  
資  本  金  

 
６７，１６７ 

 
６７，１６２ 

 
５ 

 
法 定 準 備 金  

 
９２，１２５ 

 
９１，８３０ 

 
２９５ 

資 本 準 備 金 
利 益 準 備 金 

 
剰  余  金  

８２，３５１ 
９，７７４ 

 
６４，８５１ 

８２，３４７ 
９，４８３ 

 
６５，２４２ 

４ 
２９１ 

 
△３９１ 

事 業 研 究 費 積 立 金 
特 別 償 却 積 立 金 
海 外 投 資 損 失 積 立 金 
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 
別 途 積 立 金 

当 期 未 処 分 利 益 又 は 
当 期 未 処 理損失 ( △ ) 

１，６２７ 
２３ 
９ 

１，５５５ 
５８，７６６ 

２，８６９ 

１，６２７ 
３５ 
２２ 

１，４１９ 
６３，２６６ 

△１，１２７ 

－ 
△１２ 
△１３ 
１３６ 

△４，５００ 

３，９９６ 

( うち当期純利益又は 
当 期 純 損 失 ( △ ) ) 

(２，７０７) (△６，７１１) (９，４１８) 

資 本 合 計 ２２４，１４３ ２２４，２３６ △９３ 
負 債 及 び 資 本 合 計 ５４２，４９１ ５４２，６６５ △１７４ 
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比 較 損 益 計 算 書  
 

(単位 百万円)

 科   目 

第１３９期 
自 平成 11 年 4 月 1 日 
至 平成 12年 3月 31日 

第１３８期 
自 平成 10 年 4 月 1 日 
至 平成 11年 3月 31日 比   較 

 金 額 対売上高 
比 率 

金 額 対売上高 
比 率 

  

(経 常 損 益 の部 ) 
営業損益の部 
売 上 高 
売 上 原 価 
販売費及び一般管理費 
営 業 利 益 

 
 

３５２，４０６ 
３０４，０８８ 
４２，２５３ 
６，０６５ 

％ 
 

100.0 
86.3 
12.0 
1.7 

 
 

３２８，５０１ 
２８３，１６０ 
４２，３３７ 
３，００２ 

％ 
 

100.0 
86.2 
12.9 
0.9 

 
 

２３，９０５ 
２０，９２８ 

△８４ 
３，０６３ 

％ 
 

7.3 
7.4 

△0.2 
102.0 

営業外損益の部 
営 業 外 収 益 

 
５，９４１ 

 
1.7 

 
８，４５０ 

 
2.5 

 
△２，５０９ 

 
△29.7 

受取利息及び配当金 
雑 益 

営 業 外 費 用 

３，８８０ 
２，０６０ 

８，８１６ 

1.1 
0.6 

2.5 

４，００１ 
４，４４９ 

９，９９０ 

1.2 
1.3 

3.0 

△１２１ 
△２，３８９ 

△１，１７４ 

△3.0 
△53.7 

△11.7 
支払利息及び割引料 
雑 損 

経 常 利 益 

５，４７３ 
３，３４３ 

３，１８９ 

1.6 
0.9 

0.9 

６，３４０ 
３，６５０ 

１，４６２ 

1.9 
1.1 

0.4 

△８６７ 
△３０７ 

１，７２７ 

△13.7 
△8.4 

118.0 

(特 別 損 益 の部 ) 
特別利益 ２０，２７２ 5.8 ２，６５５ 0.8 １７，６１７ 663.4 
固 定 資 産 売 却 益 
有 価 証 券 売 却 益 

特別損失 

６，２６８ 
１４，００３ 

１７，８０９ 

1.8 
4.0 

5.1 

２，６５５ 
－ 

１６，５７９ 

0.8 
－ 

5.0 

３，６１３ 
１４，００３ 

１，２３０ 

136.1 
－ 

7.4 
事 業 構 造 改 善 費 用 
有 価 証 券 評 価 損 
希 望 退 職 関 連 費 用 
子会社株式評価損等 
適格退職年金過去勤務費用 

税引前当期純利益又は 
税引前当期純損失(△) 

３，８７４ 
１，７７３ 

１０，４２３ 
１，７３８ 

－ 
 

５，６５３ 

1.1 
0.5 
3.0 
0.5 
- 
 

1.6 

４４１ 
３，６７６ 

－ 
－ 

１２，４６１ 
 

△１２，４６０ 

0.1 
1.1 
－ 
－ 
3.8 
 

△3.8 

３，４３３ 
△ １，９０３ 
１０，４２３ 
１，７３８ 

△１２，４６１ 
 

１８，１１３ 

777.5 
△ 51.8 

－ 
－ 
－ 
 

－ 

法人税､住民税及び事業税 
法 人 税 等 調 整 額 

３，９００ 
△９５３ 

1.1 
△0.3 

７１ 
△５，８２１ 

0.0 
△1.8 

３，８２９ 
４，８６８ 

－ 
△83.6 

当 期 純 利 益 又 は 
当 期 純 損 失 ( △ ) 

２，７０７ 0.8 △６，７１１ △2.0 ９，４１８ － 

前 期 繰 越 利 益 
中 間 配 当 額 
利 益 準 備 金 積 立 額 
過 年 度 税 効 果 調 整 額 

１，７０６ 
１，４０４ 

１４０ 
－  

４，０５０ 
１，６９１ 

１６９ 
２，３２４    

税 効 果 会 計 適 用 に 伴 う 
特 別 償 却 積 立 金 取 崩 額 

 
－ 

  
２５ 

   

税 効 果 会 計 適 用 に 伴 う 
海外投資損失積立金取崩額 

 
－ 

  
１６ 

   

税 効 果 会 計 適 用 に 伴 う 
固定資産圧縮積立金取崩額 

 
－ 

  
１，０２７ 

   

当 期 未 処 分 利 益 又 は 
当 期未処理損失 ( △ ) 

 
２，８６９ 

  
△１，１２７ 
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比 較 利 益 処 分 案  
 
  (単位 百万円) 

 
 

第１３９期 
(平成11年4月1日～平成12年3月31

日) 

第１３８期 
(平成10年4月1日～平成11年3月31

日) 

 
当期未処分利益又は当期未処理損失(△) 
特 別 償 却 積 立 金 取 崩 額 
海 外 投 資 損 失 積 立 金 取 崩 額 
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 取 崩 額 
別 途 積 立 金 取 崩 額 

 

 
２，８６９ 

１２ 
７ 

１８９ 
― 

 
△１，１２７ 

１２ 
１２ 

１３５ 
４，５００ 

計 
 
 

これを次のとおり処分します。 
 

利 益 準 備 金 
利 益 配 当 金 

 
 

役 員 賞 与 金 
( う ち 、 監 査 役 分 ) 

 
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 

 

３，０７８ 
 
 
 
 

１５０ 
１，４０４ 

  １株につき２円５０銭 
 

９０ 
(１０) 

 
１１１ 

３，５３３ 
 
 
 
 

１５０ 
１，４０４ 

  １株につき２円５０銭 
 

－ 
(－) 
 

２７２ 

計 
 

次 期 繰 越 利 益 

１，７５６ 
 

１，３２２
 

１，８２６ 
 

１，７０６
 

(注) 平成 11 年 12 月 10 日に、１，４０４百万円(１株につき２円５０銭)の中間配当を実施
いたしました。 
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(重要な会計方針) 

１． 有価証券の評価基準及び評価方法 
  取引所の相場のある株式は移動平均法による低価法（切り放し方式）、その他のものは移動平均法
による原価法であります。 

  

２． 棚卸資産の評価基準及び評価方法 
製品及び材料は総平均法による低価法、仕掛品は総平均法による原価法であります。 

３． 固定資産の減価償却方法 
有形固定資産は定率法、無形固定資産は定額法であります。 

  ただし、平成 10年 4月 1 日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)については定額法を採用して
おります。 

４． 引当金の計上基準 
(1) 貸倒引当金 
      期末の金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、法人税法に規定する法定繰入率による限度
額のほか、回収可能性を勘案して個別評価による貸倒見積額を計上しております。 

(2) 退職給与引当金 
  従業員への退職金支払に備え、自己都合退職による期末要支給額の現在価値額を計上しており
ます。 

(3) 役員退職慰労引当金 
   役員及び執行役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上してお
ります。 

     この役員退職慰労引当金は商法第２８７条ノ２の引当金であります。 

５． リース取引の処理方法 
  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

６． 適格退職年金過去勤務費用の会計処理 
   確定時に処理する方法であります。 

７． 法人税等の会計処理 
   税効果会計を適用しております。 

８． 消費税等の会計処理 
   税抜方式であります。 
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(貸借対照表の注記) 
 第１３９期 第１３８期 
１．子会社に対する短期金銭債権 ７２，０７１百万円 ５７，６４８百万円 
     〃   長期金銭債権 ８３２百万円 ９４６百万円 
     〃   短期金銭債務 ８，３７８百万円 ３，８９１百万円 
     〃   長期金銭債務 １２８百万円 １４１百万円 
   
２．有形固定資産の減価償却累計額 ２５３，３０６百万円 ２６０，２５７百万円 
   
３．保証債務等 １１，２６９百万円 １１，８４９百万円 
 （保証類似行為を含めております。）  
   
４．自己株式の数 ３，８１５株 ２，６４７株 
   
５．転換社債の転換による新株発行額 ８百万円 ４２百万円 
  転換社債の転換による資本組入額 ４百万円 ２１百万円 
   
６． 自己株式買入消却 
  資本準備金による消却 

 
－ 

 
９９９百万円 

   
７．発行済株式数の増減 
  転換社債の転換による増加 
  自己株式の買入消却による減少 

 
１５千株 

－ 

 
３９千株 

２，１９８千株 
 
(損益計算書の注記) 

１．子会社との取引高       第１３９期       第１３８期 
  売 上 高 １１３，３２９百万円 １０１，４９６百万円 
  仕 入 高 ４３，３７４百万円 １８，１２７百万円 
  営業取引以外の取引高 １８，３９５百万円 １０，７０９百万円 

 
(リース取引の注記) 

  
リース物件の所有権が借主に移転 
すると認められるもの以外の 
ファイナンス・リース取引 

 
第１３９期 

(工具器具備品等) 

 
第１３８期 

  (工具器具備品等) 
１. 
 
 

取 得 価 額 相 当 額 
減 価 償 却 累 計 額 相 当 額 
期 末 残 高 相 当 額 

５，８３９百万円 
３，４４９百万円 
２，３８９百万円 

５，６４４百万円 
２，７７５百万円 
２，８６８百万円 

２. 未経過リース料期末残高相当額   
 
 
 
 

１ 年 内 
１ 年 超 
(合   計) 

１，１８７百万円 
１，２０１百万円 
(２，３８９百万円) 

１，１８４百万円 
１，６８４百万円 
(２，８６８百万円) 

３. 支払リース料(減価償却費相当額) １，２８８百万円 １，２４３百万円 

４. 減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法によ
っております。 

５. リース物件の取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額は、有形固定資産の期末残高等
に占める未経過リース料期末残高相当額の割合が低いため、支払利子込み法により算定しており
ます。 
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(有価証券及びデリバティブ取引に関する状況) 
 
１．有価証券の時価等 
 
    ※当期（平成12年3月31日）については、決算短信（連結）の添付資料として記載しております。 

                                                (単位 百万円) 

第１３８期(平成 11 年 3 月 31 日現在) 
種 類 

貸借対照表計上額 時価 評価損益 

(1)流動資産に属するもの 
株           式 
債           券 
そ     の    他 

 
78,367 
994 

1,599 

 
132,400 

909 
1,594 

 
54,032 
△85 
△4 

小           計 80,961 134,904 53,943 

(2)固定資産に属するもの 
株           式 
(うち、関係会社) 
そ     の    他 

 
1,026 
(1,006) 
835 

 
5,809 
(5,719) 
693 

 
4,783 
(4,712) 
△142 

小           計 1,861 6,503 4,641 

合 計 82,822 141,407 58,584 

(注) １．時価の算定方法  
 上 場 有 価 証 券 主に、東京証券取引所の最終価格によっております。 
 店 頭 売 買 有 価 証 券 日本証券業協会が公表する売買価格等によっております。 
 
 

非上場の証券投資信託の受益証券 基準価格によっております。 

 
 
２．流動資産に属する株式には自己株式を含めて表示しております。 

 ３．開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額 
(流動資産に属するもの)        第１３８期 
残 存償還期間が 1 年 以内の非上場外国債券等 ２，０００百万円 
クローズド期間内の証券投資信託の受益証券等 ２１，１３１百万円 
(固定資産に属するもの)  
非 上 場 株 式 ・ 出 資 金 １２０，８７１百万円 
( う ち 、 関 係 会 社 株 式 ・ 出 資 金 ) (１１９，２４８百万円) 
クローズド期間内の証券投資信託の受益証券等 １，１９３百万円 
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１．デリバティブ取引の状況 
 
    ※当期（平成12年3月31日）については、決算短信（連結）の添付資料として記載しております。 
 
(1) 金利関連 

 (単位 百万円) 

 第１３８期（平成11年３月31日現在） 

種       類 契 約 額 等 
区 

 

分 

  う ち 一 年 超 
時 価 評 価 損 益 

金 利 ス ワ ッ プ 取 引     

 受 取 固 定 ・ 支 払 変 動 23,760 23,760 1,383 1,383 

 支 払 固 定 ・ 受 取 変 動 21,500 21,500 △1,232 △1,232 

市
場
取
引
以
外
の
取
引  受 取 固 定 ・ 支 払 固 定 5,000 5,000 14 14 

合 計 50,260 50.260 165 165 

 (注) 時価は、金利スワップ取引を約定した金融機関から提示された評価額によっております。 

 
 
 
（ 重 要 な 後 発 事 象 ） 

 

平成12年3月28日開催の取締役会における決議に基づき次のとおり社債を発行いたしました。 

 

   ①第31回無担保普通社債(平成18年満期) 

       平成12年4月26日発行      100億円 

   ②第32回無担保普通社債(平成22年満期) 

         平成12年4月26日発行      100億円 
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役員の異動（平成１２年役員の異動（平成１２年役員の異動（平成１２年役員の異動（平成１２年 6666 月２９日付）月２９日付）月２９日付）月２９日付）    
 

 
（１） 新任取締役候補者 
           朝  香  聖  一  （現  執行役員 専務  欧州総支配人） 
            
 
（２） 新任監査役候補者（社外監査役） 
           山  本  惠  朗  （現  株式会社富士銀行 頭取） 
            
 
（３）退任予定監査役（社外監査役） 
           端  田  泰  三  （現  監査役、株式会社富士銀行 顧問） 
          
 

 

 


